
常務理事会 

（第50事業年度・第10回 

平成28年１月13日常務理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

 

Ⅰ 審議事項 

１．監査基準委員会からの答申「 監

査基準委員会報告書810「要約財務

諸表に関する報告業務」及び「公

開草案に対するコメントの概要及

び対応」並びに監査基準委員会報

告書(序)「監査基準委員会報告書

の体系及び用語」の一部改正」に

ついて 

国際監査基準において整備されている

要約財務諸表に関する報告業務（ISA810）

について、我が国の実務上の指針として

整備するため、監査基準委員会において

検討を行った結果、監査基準委員会報告 

810「要約財務諸表に関する報告業務」

及び監査基準委員会報告書(序)「監査基

準委員会報告書の体系及び用語」の一部

改正を取りまとめた旨提案があり、審議

の結果、提案どおり承認された。 

２．監査基準委員会からの答申「保

証業務実務指針2400「財務諸表の

レビュー業務」及び監査基準委員

会研究報告第５号「保証業務実務

指針2400に係るQ&A」並びに「公開

草案に対するコメントの概要及び

対応」」について 

 国際レビュー業務基準（ISRE）2400「過

去財務諸表に対するレビュー業務」に相

当する、我が国の財務諸表に対するレビ

ュー（限定的保証業務）に関する実務上

の指針を整備するため、監査基準委員会

において検討を行った結果、「保証業務

実務指針2400「財務諸表のレビュー業務」

及び監査基準委員会研究報告第５号「保

証業務実務指針2400に係るQ&A」を取り

まとめた旨提案があり、審議の結果、提

案どおり承認された。 

 

３．中小事務所等施策調査会からの

答申「「「中小企業の会計に関す

る指針」の改正」及び「公開草案

に対するコメントの概要及び対

応」」に関する件 

当協会、日本税理士会連合会、日本商

工会議所及び企業会計基準委員会の関

係４団体が主体となって設置された中小

企業の会計に関する指針作成検討専門委

員会は、「中小企業の会計に関する指針」

について明確化の観点から見直しを行い、

その改正を取りまとめた旨提案があり、

審議の結果、提案どおり承認された。 

４．監査・保証実務委員会からの答

申に関する件 

(1) 「監査委員会報告第66号「繰延

税金資産の回収可能性の判断に関

する監査上の取扱い」及び監査委

員会報告第70号「その他有価証券

の評価差額及び固定資産の減損損

失に係る税効果会計の適用におけ

る監査上の取扱い」の廃止につい

て」について 

(2) リサーチ・センター審理情報 

〔№23〕「「投資事業組合への出

資及び土地再評価差額金に係る繰

延税金資産に関する監査上の取扱

い」の廃止について」について 

企業会計基準委員会から、企業会計基

準委員会適用指針第26号「繰延税金資産

の回収可能性に関する適用指針」が平成

27年12月28日に公表されたことを受け、

監査委員会報告第66号「繰延税金資産の

回収可能性の判断に関する監査上の取扱

い」及び監査委員会報告第70号「その他

有価証券の評価差額及び固定資産の減

損損失に係る税効果会計の適用における

監査上の取扱い」を廃止する旨、また、

これに伴い、リサーチ・センター審理情

報〔№23〕「投資事業組合への出資及び

土地再評価差額金に係る繰延税金資産

に関する監査上の取扱い」を廃止する旨

提案があり、審議の結果、提案どおり承

認された。 

 

５．業種別委員会からの答申「「新

たな環境下における使用済燃料の

再処理等について（案）」に対す

る意見」に関する件 

経済産業省資源エネルギー庁より平成

27年12月４日付けで公表された「新たな

環境下における使用済燃料の再処理等に

ついて（案）」に対する協会意見を取り

まとめた旨提案があり、審議の結果、提

案どおり承認された。 

６．会計制度委員会からの答申に関

する件 

(1) IFRIC解釈指針案『「外貨建取引

と前渡・前受対価」に対する意見』

について 

(2) IFRIC解釈指針案『「法人所得税

務処理に関する不確実性」に対する

意見』について 

国際会計基準審議会（IASB）から平

成27年10月21日付けで公表された公

開草案「IFRIC 解釈指針案「外貨建取

引と前渡・前受対価」」及び公開草案

「IFRIC解釈指針案「法人所得税務処

理に関する不確実性」」に対する協会

意見を取りまとめた旨提案があり、審

議の結果、提案どおり承認された。 

７．会計制度委員会からの答申「企

業会計基準適用指針公開草案第55

号「税効果会計に適用する税率に

関する適用指針（案）」に対する

意見」について 

 企業会計基準委員会から平成27年12

月10日付けで公表された公開草案「税効

果会計に適用する税率に関する適用指針

（案）」に対する協会意見を取りまとめ

た旨提案があり、審議の結果、提案どお

り承認された。 

８．学校法人委員会からの答申に関す

る件 

(1) 学校法人委員会研究報告「学校

法人計算書類の表示に関する研究

報告」について 

(2) 学校会計委員会報告第20号「学

校法人計算書類の表示について

（その１）」の廃止について 

(3) 学校法人委員会研究報告第８号

「計算書類の様式等のチェックリ

スト及び科目別のチェックリスト」



の改正について 

(4) 学校法人委員会研究報告第12号

「学校法人における事業報告書の

記載例について」の改正について 

(5) 学校法人委員会研究報告第19号

「学校法人監査における監査計画

書及び意見形成時の監査調書の様

式例と記載上の留意事項」の改正に

ついて 

(6) 学校法人委員会研究報告第23号

「監査基準委員会報告書315「企業

及び企業環境の理解を通じた重要

な虚偽表示リスクの識別と評価」を

学校法人監査に適用する場合の留

意点に関するQ&A」の改正について 

文部科学省から平成25年９月２日付け

で「学校法人会計基準の一部改正に伴う

計算書類の作成について（通知）」等が

発出されたことを受け、当協会から平成

26年１月14日付けで学校法人委員会実

務指針第45号「「学校法人会計基準の一

部改正に伴う計算書類の作成について

（通知）」に関する実務指針」を公表し

た。これにともない、学校会計委員会報

告第20号「学校法人計算書類の表示につ

いて（その１）」を見直し、新たに学校

法人委員会研究報告「学校法人計算書類

の表示に関する研究報告」として取りま

とめた旨提案があった。また、この取り

まとめにともない、学校会計委員会報告

第20号「学校法人計算書類の表示につい

て（その１）」は廃止とする旨提案があ

った。このほか、関係する実務指針等に

ついても改正した旨提案があり、審議の

結果、提案どおり承認された。 

９．非営利法人委員会からの答申に関

する件 

 (1) 非営利法人委員会実務指針第37

号「「労働組合監査における監査上

の取扱い」の改正について」につい

て 

(2) 非営利法人委員会研究報告「公

益法人・一般法人の収支計算書に

対する監査に関する研究報告」に

ついて 

監査基準委員会から監査基準委員会

報告書800「特別目的の財務報告の枠組

みに準拠して作成された財務諸表に対す

る監査」（監基報800）が公表されたこ

とを受け、非営利法人委員会実務指針第

37号「労働組合監査における監査上の取

扱い」を改正し、非営利法人委員会研究

報告「公益法人・一般法人の収支計算書

に対する監査に関する研究報告」を取り

まとめた旨提案があり、審議の結果、提

案どおり承認された。 

 

 このほかの主な審議事項は次のとお

りです。 

○非営利法人委員会からの答申「非営

利法人委員会実務指針第36号「消費

生活協同組合等の法定監査上の監査

報告書の文例について」の改正につ

いて」について 

○公会計委員会からの答申『国際公会

計基準審議会コンサルテーション・

ペーパー「社会給付の認識及び測定」

に対するコメント』に関する件 

○協会出版局発行出版物の刊行に関す

る件 

 

 

理事会 

（第50事業年度・第10回 

平成28年１月14日理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

 

Ⅰ 会長報告 

森会長から、当協会を取り巻く環

境・課題、資本市場の信頼性確保（記

者会見・会長声明）、臨時常務理事会・

臨時理事会の開催、実務補習所入所式

の開催、実務補習所入所者数の推移、

平成27年度修了考査について、会則第

95条に基づく報告があり、協議を行っ

た。 

Ⅱ 審議事項 

１．総務委員会からの意見具申に関

する件「委員会答申等取扱細則の

一部変更について」 

平成27年11月５日開催の理事会におい

て、広報担当常務理事からの意見具申「委

員会答申等取扱細則の一部変更要綱案」

に関する件が提案され承認された。これ

を受けて、総務委員会において検討を行

った結果、「委員会答申等取扱細則の一

部変更」を取りまとめた旨提案があり、

審議の結果、提案どおり承認された。 

２．総務委員会からの意見具申に関

する件「会計細則の一部変更につ

いて」 

３．総務委員会からの答申「会計細

則（標準的ひな形）の作成」に関

する件 

平成27年12月８日開催の理事会におい

て、財務管理担当常務理事からの意見具

申「会計細則の一部変更要綱案」が提案

され、承認された。これを受けて、総務

委員会において検討を行った結果、「会

計細則の一部変更」を取りまとめた旨提

案があり、審議の結果、提案どおり承認

された。 

また、これに関連し、総務委員会から

の答申「会計細則（標準的ひな形）の作

成」をあわせて取りまとめた旨提案があ

り、審議の結果、提案どおり承認された。 

Ⅲ 報告事項 

１． IFAC総会及び理事会シンガポー 

ル会議報告に関する件 

２． IFAC-国際会計士倫理基準審議 

会（IESBA）ニューヨーク会議報告

に関する件 

３．IFAC-国際会計教育基準審議会

（IAESB）ニューヨーク会議報告に

関する件 

４． グローバル・アカウンティング・

アライアンス（GAA）理事会香港会

議報告に関する件 

５．アセアン会計士連盟（AFA）のカ



ンファレンス及び総会マニラ会議

報告に関する件 

平成27年11月にシンガポールで開催さ

れた国際会計士連盟（IFAC）の総会及び

理事会並びに香港で開催されたグローバ

ル・アカウンティング・アライアンス（GAA）

の理事会、平成27年11月４日から６日に

かけてニューヨークで開催されたIFAC-

国際会計教育基準審議会(IAESB)の会議、

平成27年11月30日から12月４日にかけて

ニューヨークで開催されたIFAC-国際会

計士倫理基準審議会(IESBA)の会議並び

に平成27年12月にフィリピンのマニラで

開催されたアセアン会計士連盟（AFA）

のカンファレンス及び総会についてそれ

ぞれ報告があった。 

 

このほかの主な報告事項は次のとお

りです。 

○企業会計基準委員会審議事項に関す

る件 

○「不正な財務報告及び監査の過程に

おける被監査会社との意見の相違に

関する実態調査」の集計及び分析結

果に関する件 

○「監査実施状況調査（平成26年度）」

に関する件 

○「監査契約書及び監査約款」の各種

様式の更新等に関する件 

○品質管理を中心とした自主規制の在

り方研究会（プロジェクトチーム）

の設置に関する件 

○「平成27年度地域会の活動評価結果

について」に関する件 

 

 

 

以 上 

（総務本部長 中塚雅一） 


